２０１５年１月２９日
「大阪府障がい者差別解消ガイドライン第１版（案）」への意見について
いつもお世話になりまして本当にありがとうございます。私どもの主催事業と重なったため、本日の部会を欠席することになり、本当に申し訳ございません。
本日検討されます「大阪府障がい者差別解消ガイドライン第１版（案）」につきまして、私が考えることを記しますので、議論の参考にしていただけましたら幸いです。
大変失礼をし、またご迷惑をおかけいたしますが、どうぞよろしくお願い申し上げます。

（１）ガイドラインの目的
表紙およびＰ４の下から７行目（点字版では、表紙および資料３（１）のＰ６に該当）
原案：「理解する」「対話する」「考える」 

変更例：「考える」「理解する」「対話する」

理由：障がい者差別は関係ないと思わないで、まず「考えて」、障がいが私たちの社会の障壁であることを「理解して」、改善のために「対話する」ためのガイドであるという順番のほうがわかりやすいと思います。
（２）対応のポイント
Ｐ５の下から６行目（点字版では、資料３（１）のＰ８の下から７行目に該当）
挿入例：「障がい者差別を解消していくための取り組みを進めるには、次のことがポイントになります。」
理由：なぜポイントが３点あげられているのかの説明を補足するためです。

（３）【留意事項】個人の差別的行為について
Ｐ１２の６行目の後（点字版では、資料３（２）のＰ１２の下から５行目に該当）
挿入例：「しかし、個人による行為であっても障がい者差別をしてはならないことは当然のことです。」
理由：障害者差別解消法では個人による差別行為が許されているという誤解を受けないように、個人による行為であっても障がい者差別は許されないことを明示するためです。
（４）【留意事項】個人の差別的行為について
Ｐ１２の１２行目（点字版では、資料３（２）のＰ１３の上から８行目に該当）
挿入例：「なお、個人の行為による差別は、障がいに対する理解を深めるための教育や啓発を進めることが大切です。また、差別等による悩みについては身近な相談窓口に相談し、アドバイスを受けたり支援を受けたりできます。」
理由：個人による障がい者差別をどうすればよいのかについて案内（ガイド）するためです。これがなければ、差別を受けてもどうしたらよいのかがわからないままになります。
（５）ガイドラインの対象分野
Ｐ１７の７行目（点字版では、資料３（４）のＰ３の上から３行目に該当）
挿入：
雇用の分野については改正障害者雇用促進法によるとされていますが、この雇用促進法に基づいた雇用に関する指針（ガイドライン）が策定される予定ですので、その案内を記述するほうがよいと思います。
（６）商品・サービス分野

Ｐ２１の５行目（点字版では、資料３（６）のＰ１の上から１０行目に該当）
不当な差別的取扱いになる事例において、先にまとめた「提言」の「公共交通・公共的施設」に掲載されていた遊技場等の２事例が、このガイドラインには掲載されていません。遊技場等での入場拒否は事例でも多く出されている事例ですので、このサービス分野に記述するほうがよいと思います。

（７）教育分野
Ｐ３０の下から４行目（点字版では、資料３（１０）のＰ４の下から７行目に該当）
原案：「…行事に参加できる工夫について検討するようにしている。」

変更例：「…行事に参加できる工夫について本人や保護者とともに検討するようにしている。」
理由：学校等の行事への参加について、本人や保護者の意向を聞きながら検討することが必要だからです。人権相談でも、本人や保護者と学校とが十分に話し合えていないことによる相談が少なからずあります。

（８）住宅分野

Ｐ２８の５行目（点字版では、資料３（９）のＰ３の上から６行目に該当）
原案：「退去の手続きの等の際に、」

変更例：「入居や退去の手続きの際に、」

理由：退去の際に丁寧な配慮をするように受け取られないように、入居の際も入れておいたほうがよいと思います。差別の事例では、障がいを理由に退去を求められる事例が報告されていましたので、退去のみの事例にしないほうがよいと思います。

（９）全体の構成
原案では、ガイドラインの構成として、対象分野ごとに「差別的取扱い」と合理的配慮の提供」について記されていますが、他の文書の例では、「合理的配慮の提供」は対象分野ごとではなく障がい種別ごとに記されています。合理的配慮の提供は、別の対象分野であっても障がい種別によって同じ配慮が必要なことが多いかもしれません。
今回のガイドラインの構成を変更することは難しいかもしれませんが、今後障がい種別ごとに合理的配慮の提供を記したほうがわかりやすいという意見が出てきましたら、構成について再検討してもよいのではないかと思います。

なお、障がいの種別ごとに合理的配慮の提供を記している文書には、次のものなどがあります。

「改正障害者雇用促進法に基づく差別禁止・合理的配慮の提供の指針の在り方に関する研究会報告書」
「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（中央教育審議会分科会報告）」
「京都府障害のある人もない人もともに安心していきいきと暮らしやすい社会づくり条例に係るガイドライン」

（１０）条例制定の必要性

今回のガイドラインは障害者差別解消法を受けてのガイドラインですが、このガイドラインを実効性のあるものにするためにも、条例制定の必要性を「提言」で述べました。この提言を実現するためにも、条例制定の検討に早急に着手することが必要であると思います。
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